




















































































くと推測される。人口は、2020 年から 2045 年にかけて、174 万人から 144 万人まで、25 年
間で約 17％減少すると予測される。それに応じて、年齢別の人口も減少していくが、労働力
に大きく影響する 15 歳以上、65 歳未満の生産年齢人口は、減少幅が大きい。2020 年の 96 万
人が 2045 年には 73 万人と、25 年間で 24％も減少する見込みである。トラックドライバー




スティクスによる労働生産性の向上に向けて－」、『LOGISTICS SYSTEMS Vol.27　2018 新年号』、
公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会、2018 年。
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全体人口と同様に 24％の減少となる（図 1 参照）。労働力不足は運送業に限らないことから、
トラックドライバーを希望するような魅力的な環境がなければ、ますますトラックドライ
バー不足は加速する。
　熊本県の道路貨物運送業の就業者数は、2010 年の 19,490 人から 2015 年には 18,610 人と 5％











　また近年、高い成長を誇っている宅配便市場では、2015 年と 2019 年を比較すると、年間
37 億個から 43 億個へと約 1.3 倍へ増加し、新型コロナウィルスの影響による自宅待機や在宅
勤務が増えたことで、今後、取扱個数が更に増加すると見込む（図 3 参照）。この傾向は今
後も続くと予想され、更なるトラックドライバー不足に陥る可能性が高い。
　なお、熊本県の 2019 年 12 月時点の有効求人倍率は 1.51 倍に対し、自動車運転職は 2.51 倍
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営の基礎となる資料を作成し、会員企業に活用してもらうものである。
　調査期間は、2019 年 9 月 3 日から 11 月 30 日まで、「トラック運送事業における少子高齢
化に対応した労働力確保に関する実態調査」として、熊本県トラック協会の会員企業、768
事業者（2019 年 8 月末時点）に郵送し、556 事業者から回答を得た。回収率は 72.4％と、精
度の高い現状把握、会員事業者が抱える問題を分析することが可能となっている。
　質問項目は、会員事業者の概要（2 項目）や、ドライバーの状況（27 項目）、外国人労働者
の可能性（3 項目）、働き方改革（2 項目）、付帯業務等に係る料金収受の状況（4 項目）、適
正運賃収受（4 項目）、その他（5 項目）となる。
4.　調査結果の分析





物・鮮魚輸送、冷凍・冷蔵輸送となり、保有車両数は 10 台未満が約半数を占め、30 台未満








290 社と約半数を占める。本来必要とされるドライバー数に対し、不足数は全体で 834 人、
約 7％となる（表 1 参照）。不足している事業者の規模は、1 社あたりのドライバー数が平均
21.8 人、不足数は 1 社あたり平均 2.9 人となり、不足している事業者にとっては、ドライバー










事業者数 保有車両数 従業員数 内ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ数 不足ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ数
不足 290 7,381 10,085 6,323 834
不足なし 144 2,302 4,723 2,151
無回答 122 2,331 2,833 2,142




事業者数 保有車両数 従業員数 内ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ数 不足ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ数
不足 1 25.5 34.8 21.8 2.9
不足なし 1 16.0 32.8 14.9
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　ドライバーの過不足状況から年齢層を区分すると、ピラミッド構造の変化はないものの、
ドライバーが不足していない事業者の方が 45 歳未満の比率が高く、55 歳以上の比率が低い
ことから、将来のドライバー不足に関しては、現状のドライバー不足の事業者と比較して、
その影響は少ない（図 6 参照）。
　勤続年数では、会員事業者全体で 1 年未満が 11％、1 年以上 5 年未満が 29％、5 年以上 10







　会員事業者のトラックドライバーの年齢層は、ドライバー 10,607 人に対し、35 歳未満が
15％、35 歳以上 45 歳未満が 25％、45 歳以上 55 歳未満が 35％、55 歳以上 65 歳未満が 23％、
65 歳以上が 5％となっており、45 歳以上 55 歳未満を頂点としたピラミッド構造となってい
る。45 歳以上で 6 割を超えていることから、このままの傾向が続くと、10 年後はドライバー






























　過去 5 年間にドライバー全体の約 4 割を占める 4,305 人が退職しており、退職者数よりも
採用人数が 5 年間平均で約 1.2 倍、2019 年度には 1.4 倍を上回る状況となる。過不足状況から
みると、ドライバーが不足していない事業者の方が圧倒的に、新規採用、退職者数とも低い












定年 定年以外 無回答 総計
退職者あり
不足 28 179 7 214
不足なし 14 56 2 72
無回答 10 61 2 73


























































































　2019 年末のアンケート日を基準とした 5 年後、10 年後のドライバー不足の予測では、ドラ
イバー過不足の事業者とも、5 年後には約 4 割のドライバーが不足すると予想している（図





























































































































































の整備の 4 つの観点から整理する（表 4 参照）。
　ドライバーの勤続年数については、不足している会員の方の勤続年数の区分がほぼ均等と
なっているものの、年齢層は 45 歳以上 55 歳未満を頂点としたピラミッド構造のため、10 年
後にはドライバー不足がより顕著になると予想される。現時点で 55 歳以上は約 3,000 名であ
り、今後、毎年 300 人が不足することとなる。なお、ドライバーの勤続年数は、不足事業者
では、1 年以上 5 年未満が最も多い。
　既存ドライバーの流出においては、現在不足状況となっているものの、過去 5 年間で、
4,305 人が退職し、うち、定年退職が 16％、同業他社への転職が 63％を前提とすると、約
900 人が他業種への転職したことになり、現在の不足数である 834 人とほぼ同等となる。同
業他社への転職は、年間約 500 人に上り、当然ながら労働環境の良い事業者へ流れる。退職




























• 年齢層は 45 歳以上 55 歳未満を頂点としたピラミッド構造のた
め、10 年後にはドライバー不足がより顕著。




• 過去 5 年間で、4,305 人が退職。
• 定年が 16％、同業他社への転職が 63％を前提とすると、約 900
人が他業種への転職（建設業、製造業）となり、現在の不足数
834 人とほぼ同等。
• 年間 500 人が同業流動。
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手のマイナビが実施した「中途採用状況調査 2020 年版」5 によると、運輸、交通、物流、倉
庫の中途採用に係る費用は、年間で 50 万円以下が 3 割、100 万円未満が 1 割、200 万円未満
が 1 割と、200 万円未満で約半数を占めており、その業界平均値は、487 万円であった。全日
本トラック協会が毎年公表する、「経営分析報告書平成 30 年度決算版」6 の九州における一般
5　 株式会社マイナビ、「マイナビ 中途採用状況調査 2020 年版」、2020 年 3 月、https://www.mynavi.jp/
wp-content/uploads/2020/03/%E3%83%97%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%83%AA%E3%83%AA%E
3%83%BC%E3%82%B9.pdf（最終閲覧日：2020 年 10 月 6 日）。






貨物運送事業損益明細表によると、2018 年度の 1 事業者当りの平均営業収益は 2.7 億円、営


























7　 国土交通省、『内航海運グループ化について（マニュアル）』、2008 年 3 月。
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　Labor shortage in various industries due to the decrease in the workforce, even in the trucking 
industry, called social infrastructure has face the same situation. In the near future, the risk of 
unsustainable business due to the shortage of drivers is rising up. According to the situation, the 
Kumamoto Trucking Association conducted a Questionnaire Survey of member companies with the 
aim of understanding the current situation of labor shortages.
　After classifying driver’s shortage from the members and analyzing each tendency and approach 
situation, it was organized into 4 categories such as driver age composition, outflow of existing drivers, 
securing of new drivers, shipper negotiations and improvement of working environment. Due to 
solve the problems, we divided into efforts by the member alone and efforts by the entire industry. 
The former pointed out that it is necessary to improve the retention rate of existing workers and 
suppress non-retirement employees, enhance communication inside and outside the company, change 
qualifications, review career paths, introduce settlement bonuses or raise the base. The latter is the 
way which be enforced by entire industry （including shipper）, such as grouping similar to maritime 
industry and setting tariffs on the lowest line. In order to maintain social infrastructure, it also has the 
necessarily to consider tightening regulations that make fares enforceable.
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